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３．中小企業等の取組むべきステップ（２） 成功事例
 人材の確保・定着のためには、中小企業側が経営課題を見直し、必要な人材の職種・ス
キル等を明確化することが重要。

社名 業種 経営戦略/課題の明確化
(ステップ１)

求人像の明確化、
求人方法の見直し
(ステップ２～３)

対応による効果
(獲得した中核人材)

エーゼロ(株) ｻｰﾋﾞｽ業等
トップと各現場とのコミュ
ニケーション不足、社内の
体制整備・経営基盤の整理
進まない状況。

今後の事業、必要な人材につ
いて、外部機関((株)日本人材
機構等)との対話で明確化し、
募集する人材像を絞り込んだ。

マーケティング担当マネジ
メント人材、農林水産担当
マネジメント人材の２名の
中核人材を獲得。

(株)瀬戸内ジャ
ムズガーデン 製造販売業

従来の「モノづくりのブラ
ンド」から、「瀬戸内のラ
イフスタイルを売るブラン
ド」への転換にあたり、地
域を巻き込むための人材が
いない状況。

対象人物像を「地域の様々な
機関・企業と連携するための
高いコミュニケーション力」
に絞り込んだ。

(地域を巻き込む戦力とな
る)多様な職業経験を有し利
害関係の調整で手腕を発揮
してきた中核人材を獲得。

(株)鮮冷 製造業
(水産加工業)

海外事業を営業部総務課長
が兼務し、海外事業を専任
で取り組む人材がいない状
況。

プロジェクトのゴール(売上
目標、競争優位性等)、5年、
10年後の姿を明確化し、募
集する人材像を絞り込んだ。

外資系コンサル出身、食品
メーカーマーケティング出
身の人材から応募があり、
中核人材として獲得。 10
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 プロジェクト型には、企業側のニーズや人材側の働く要件等によって、以下のような
類型が存在する。

参考：中核人材の副業・複業を含む多様な活用方法

















参考：中核人材確保のための全体スキームの比較
 中小企業が中核人材を確保するためには、①フルタイム・終身雇用型の採用のみならず、②プロジェクトベースで

の副業・複業・出向等の多様な形態での確保、③社内人材の育成等、様々な手法がある。

形態 中核人材側の特徴 中小企業側の特徴

外
部
人
材
確
保

継
続
（
定
常
）
型

• 幅広い業務を担える「背負い系人材」など、長期的な視点での経営人材獲
得が目的の場合が多い。

• 定着を目指すことから、40～50代が多い（高齢者は多くない）。
• このため、生活面・仕事面での転職リスクが比較的高く、人材獲得に時間
がかかることが多い。

 生活面：家族の関係から①転居を伴う転職のハードルが高く、②
仕事のやりがいと並んで、給与水準も重要な意思決定要素である場
合が多い。

 仕事面：転職先の企業風土や番頭・従業員等と合わなかった場合
のリスクが大きい。

• 企業側のコスト負担や職場人間関係等の観点からリスク
負担が比較的大きい。

 コスト負担：600万円～千数百万円/年と企
業の余力により様々であるものの、企業負担は
比較的大きい。

 職場人間関係：フルの移転であるため、番頭や
従業員と摩擦を起す可能性あり。

• 一般的に①成長性があり（社長のコミットメントが強く）、
②【２～３億円/数十億円】程度以上の売上げがある③
従業員20～30人以上の会社が多い（成長性の高いス
タートアップや事業再生等が目的の場合もあり）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
型

• プロジェクトや特定分野での多様な専門人材の確保が目的の場合が多い。
• 年齢を問わず、専門性に応じて可能（高齢者等も多い）。
• このため、生活面・仕事面でのリスクが比較的高くなく、人材獲得をスピー
ディーに実現可能。

 生活面：生活スタイルに合わせて兼業・複業/副業・出向等の多様
な働き方が可能であり、人材需給の量のマッチングが可能。やりがい
中心で選ぶ傾向。

 仕事面：仕事内容（役割分担）が明確であり、背負う系人材には
なりにくいものの、摩擦を起した場合のリスクも低い。

• 企業側のコスト負担や職場人間関係等の観点からリスク
負担は（継続（定常）型と比べ）比較的小さい。

 コスト負担：25万円～80万円/月（数ヶ月～
数年）と様々であるものの、企業負担は比較的
小さい。

 職場人間関係：プロジェクトベース等であるため、
番頭や従業員と摩擦リスクは比較的低い。

内
部
人
材

育
成

• 社内の人材
（中核人材以外の人材確保や省人化による生産性向上等により社内
の人材育成を行う）

―
※WGや有識者等からのヒアリングをベースに作成 20









参考：継続（定常）型のスキームの事例

株式会社日本人材機構
③継続（定常）型×求職側・受入れ企業側のリスク軽減型

＜事業開始（平成27年末）～平成30年1月＞
○人材紹介：46件 ○コンサル：28件（19社）

＜人材紹介の詳細＞
－年齢：平均48歳（最少29歳 最大57歳）
－決定年収：平均981万（転職前年収 平均963万）
－企業紹介から入社までの平均日数 235日
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株式会社サーキュレーション

参考：プロジェクト（期間限定）型のスキームの事例

エッセンス株式会社（他社留学 ナナサン）

②プロジェクト型（複業型）
×求職側・受入れ企業側のリスク軽減型

①プロジェクト型（本業型・複業型）
×求職側・受入れ企業側のリスク軽減型

プロジェクト件数：1,650件（2014年1月事業開始）
（第1回中核人材確保ＷＧ プレゼン資料より）

プロジェクト型マッチング件数：２０件弱（今年の実績）
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参考：プロジェクト（期間限定）型のスキームの事例

北海道共創パートナーズ（日本人材機構×北洋銀行の共同事業）
③プロジェクト型×求職側・受入れ企業側のリスク軽減型

※北海道共創パートナーズ
（2017年9月27日に設立。現在は、日本人材機構・北洋銀行による共同出資。）
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